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5 t h  G e n e r a t i o n  W i r e l e s s  N e t w o r k s

五輪・パラを弾みに関連サービスの普及を促進

5G

●「折りたたみ式」がモバイル端末の
新潮流に
曲がるディスプレイ技術の実用化が進み、サムス
ンの「Galaxy Fold」を皮切りに、メーカー各社か
ら2つ折りにできるスマホやPCが登場している。
「広げると大画面」という特徴を活かせる、5Gな
らではのサービス登場にも期待が集まる。

●新世代への期待を演出する各キャリア
この1年、NTTドコモ、au、ソフトバンクは5Gのさまざまな
プロモーションを実施。フジロックフェスティバルやラグ
ビーW杯などでの実証実験をとおして消費者へのアピー
ルを行ってきた。東京オリンピック・パラリンピックという強
力コンテンツでさらなる弾みをつけられるか注目だ。

2019年4月の韓国を皮切りに、各国でスマホ向けの5Gサービスが始まっている。日本で

も今春から順次開始されるが、東京オリンピック・パラリンピックという格好のマーケティン

グ機会を活かしてスムーズな立ち上げをねらう。5Gの真価を発揮できる環境が整うのは先

だが、「LTEの次」という認知は広げておきたい。端末では「フォルダブル（折りたたみ式）」

という新たな潮流が、5G時代のメインストリームになるのかに注目したい。

モトローラの「razr」

サムスンの「Galaxy Fold」

NTTドコモの「FUTURE-EXPERIMENT.JP」
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S u b s c r i p t i o n

広がる定額化、ネット大手はゲーム市場で激突

サブスク

●さまざまな定額サービスが登場
サービス利用形態として認知が広がった「サ
ブスク」は、さまざまな分野に拡大。全国の指
定住宅を定額利用できる「ADDress」や定額
ランチ「POTLUCK」など、意外なものが定額
サービスとして登場している。

●音楽、動画の次はゲームが主戦場に
2019年9月、アップルはゲームの定額サービス「Arcade」を開始。グーグルは

「Stadia」の先行提供を始めている。他にもマイクロソフトやソフトバンク、エヌヴィ
ディアといったネット大手がこぞってゲームのサブスク市場に参入している。

2019年流行語大賞の候補にもなった「サブスク」。決して真新しいモデルではないが、音

楽と動画サービスが広く普及したことで、世間の「定額課金」に対する抵抗感は下がった。

この流れに乗って多種多様なサブスクが登場したが、必ずしもすべてが順調というわけでは

ない。サブスクの本質は、圧倒的な選択肢の数とお得に感じられる量にある。デジタルコン

テンツとの相性はよいが、実物が絡むサービスでは苦戦していることが多い。

グーグルの「Stadia」

アップルの「Arcade」

RYM&CO.の「POTLUCK」

アドレスの「ADDress」
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R e g u l a t i o n s  f o r  T e c h  G i a n t s

各国で対抗処置や市場健全化に向けた法整備が進行

デジタルプラットフォーマー規制

●欧州各国でGAFAに対して厳しい姿勢
2019年1月、フランスのデータ保護機関（CNIL）は、GDPR
違反としてグーグルに5000万ユーロ（約62億円）の制裁金
支払いを命じた。フランスはまた巨大テック企業に対するデジ
タル課税を導入し、イタリアもこれに続いている。

●日本国内でもルール整備が
進行中
プラットフォーマーに対する規制は日本
でも2018年から議論が始まっている。
データポータビリティやAPI開放、社会的
責任、公正性を基本原則として、政府や
各省庁がそれぞれの担当領域で課題の
洗い出しとルール整備を進めている。

ここ数年、グーグルなど強大な影響力をもつプラットフォーマーに対して、何らかの規制を

行うべきではないかという論調が欧州を中心に拡大。サービスの提供と引き換えに個人

データを集めることへの懸念から、GDPRやeプライバシー規則（クッキー法）などが生ま

れている。日本でも、消費者保護と市場健全化の観点からプラットフォーマーに対する規制

が検討されているが、一部の国内企業からは反発も出ている。

公正取引委員会
「デジタル・プラットフォーム事業者と個人情報等を提供す
る消費者との取引における優越的地位の濫用に関する独占
禁止法上の考え方」を発表

経済産業省
「デジタル・プラットフォーマー取引透明化法案（仮称）」の
意見を募集中。2020年度の法制化をめざす

総務省
情報通信審議会で「電気通信事業分野における競争ルール
等の包括的検証」を実施。「プラットフォームサービスに関
する研究会」の設置して意見を募集中

内閣官房
（デジタル市場競争本部）

「デジタル広告市場の競争評価を行うに当たっての論点に
対する提案公募」を実施中

消費者庁
「デジタル・プラットフォーム企業が介在する消費者取引に
おける環境整備等に関する検討会」を実施中

個人情報保護委員会
「個人情報保護法のいわゆる3年ごと見直しにおける制度改
正大綱」の意見を募集中

各省庁におけるプラットフォーム規制の動き
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C r e d i t  S c o r e

拡大する市場と立ちはだかる抵抗感

信用スコア

●慎重さが求められる個人情報の利用
2019年7月にヤフーは「Yahoo!スコア」を開始した
が、作成と利用に関する初期設定が「オン」であったこ
とから批判が殺到。9月に初期設定を「オフ」となるよ
う仕様変更を行った。

●日本でも個人スコアサービスが続々
登場
中国でアリペイの「芝麻信用」が社会インフラと
化しつつあるなか、日本国内でもスコアサービスが
登場。中でも圧倒的なユーザー数と知名度をもつ
LINEとヤフーが参入したことで、この種のサービス
に対する注目が集まることとなった。

個人のプロフィールや行動履歴といったデータをもとに信用度を数値化してビジネス利用

する「信用スコア」が台頭。金融分野では以前から存在していたが、より広い分野に応用

するものといえる。活用促進のしくみとして情報銀行も注目されている。一方、2019年には

学生の内定辞退情報を不適切に扱ったとして就活サイト「リクナビ」が糾弾されたように、

個人データのビジネス利用に対する抵抗感や規制は世界的に強まりつつある。

サービス名 提供元 概要

J.Score J.Score
日本初の信用スコアサービスとして、みずほ銀行
とソフトバンクにより設立。「AIスコア」を打ち出
し、若年層向けに個人融資を提供。

ドコモスコアリング NTTドコモ
金融機関向けサービス「レンディングプラット
フォーム」の一部として提供。ビッグデータを使っ
ておもに個人融資のための信用スコアを算出。

LINE Score LINE Credit
AIを使った独自スコアリングで、LINEアプリの
ユーザーが利用できる。スコアの値によってキャ
ンペーンや特典などを提供。

Yahoo!スコア ヤフー

Yahoo! JAPAN IDに付与されたスコアに応じて
ユーザーはサービスや特典を得られる。ユーザー
の同意によりパートナー企業に対してもスコアが
提供される。

日本国内のおもなスコアサービス
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P r o g r a m m a b l e  M o n e y

金融システムのデジタルトランスフォーメーション

プログラマブルマネー

金商法と資金決済法の改正法が施行される。ブロックチェーンの分野では、カストディ業務

への規制が当該事業者にとって重要トピックになる。リブラによって一躍注目されているス

テーブルコインは、実用的なデジタル通貨として各国の当局が関心を寄せる。その本質は

プログラマブルであること。単なる決済にとどまらず、決算などお金に関する処理がすべて

自動化されることで、金融のビジネスモデルが大きく変わる可能性を秘めている。

●ステーブルコインへの注目が急拡大
リブラの登場をきっかけに、各国でステーブルコイン
の必要性と発行に向けた議論が活発化。一般社
団法人ブロックチェーン推進協会では、2020年を

「ステーブルコイン元年」と位置づけて研究会を発
足するなど、業界での取り組みが進展しつつある。

●世界中で議論を巻き起こしている「リ
ブラ」
リブラの運営組織には、フェイスブック以外にも世界
的企業が多数参加していることも大きな衝撃を与え
た。しかし、その影響力の大きさや信頼性への不安か
ら、米国をはじめとする世界中の規制当局から強い
抵抗を受けている。
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O n l i n e  M e r g e s  w i t h  O f f l i n e

さらに進むリアルとデジタルの融合

OMO

実店舗をもつ小売ビジネスなどにとって、オンラインとオフライン（リアル）の連携は永遠の

テーマだ。従来のO2Oやオムニチャネルといった施策をさらに推し進めたのが「OMO」だ。

「すべてをオンラインに融合する／取り込む」という用語のニュアンスが示すとおり、今後

あらゆるマーケティングにはデジタル前提の発想が求められるようになる。しかし実践するの

は簡単ではなく、事業者にとって新たなチャレンジとなる。

●ヤフーとLINE、業界に激震が
走った二大巨人の経営統合
ネットとリアルで広範囲なサービスを抱える
両社だが、経営統合によってさらに補完され
る。ECやマーケティング向けツールに加え、
決済やポイント、信用スコアなども含めると、
事業者向けの強力なプラットフォーム／エコ
システムになる可能性を秘めている。

●多くの企業がOMOへの取り
組みを表明
LINEは、2019年の戦略説明会でOMO
を重要テーマとして挙げた。マーケティン
グやコマースにかかわる多くの企業にとっ
ても、OMOをどう実現していくかが焦点と
なる。

※両社の経営統合記者発表資料より

10大キーワードで読む2020 年のインターネット I N TERNET  10 KEYWORD 2020

10大キーワードで読む2020年のインターネット 7
インターネット白書／©1996-2020 Impress R&D



E d g e  C o m p u t i n g

より高い要件に応えるシステムの実現

エッジコンピューティング

クラウドと対比されるエッジコンピューティングだが、両者は競合ではなく補完関係にある。

クラウドの遅延や処理の負荷、コスト面といった欠点をエッジが解消することで、コンピュー

ティングはますますネットワーク側に寄る。そして、IoTのさらなる発展やデジタルツインの

実現を推進する。市場動向としては、具体化するための通信規格としてローカル5Gや

LPWAのどれが主流になるのか、覇権争いや協調の行方が注目される。

●エッジコンピューティングの概観
クラウドに比べて通信距離が短いため、低遅延の処理が
可能で通信コストも節約できる。また、通信領域が限定さ
れているため、セキュリティリスクの軽減やBCP対策にも
つながる。クラウドはエッジで不可能な処理だけを担うこと
で、全体の品質が向上する。

●エッジコンピューティングを
支える通信インフラ
エッジコンピューティングを実 現する
ための 通 信インフラには 、N F C や
Blue too t h、Wi -F i、LoRaWANや
SIGFOXといったLPWA（省電力広域
通信）、キャリアが提供するLTEや5Gま
で、実にさまざまな種類や規格がある。

非セルラー系LPWA 
(LoRa, SIGFOX等
（免許不要帯域）

低カテゴリLTE
 (eMTC/NB-IoT等)

Wi-Fi 

MulteFire, 
LTE over Wi-Fi
（免許不要帯域）

Bluetooth, NFC

5G/4G/LTE

広域・遠距離 (WAN)

狭域・近距離 (LAN/PAN)

低速・小容量データ
低消費電力
低コスト

高速・大容量データ
高消費電力
高コスト

限定された範囲

クラウド

ネットワークエッジ

ロケーション（カスタマー）エッジ

エッジデバイス

エッジコンピューティング
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L o w  E a r t h  O r b i t  C o m m u n i c a t i o n

大気圏を飛び出したインターネット

低軌道衛星通信

2019年時点で世界のインターネット普及率は約6割。また、日本におけるモバイル通信

（LTE）の人口カバー率は99％以上となっている。しかし、国土面積カバー率となると

60％程度だ。地球上のすべての場所でアクセス可能にし、さらに世界の普及率を高めの

方法の1つが低軌道衛星通信だ。宇宙空間を経由することで遅延解消になるなどの利点

もある。情報包摂をめざし、この未開拓市場に向けた開発競争が始まっている。

●低軌道衛星通信システムが
新たなインフラに
低軌道衛星（LEO）は、高度2000キロ
メートル以下に位置するため、低遅延で
通信を仲介できる。海上や山岳部など、
基地局の設置が難しい場所へのイン
ターネットアクセス手段を提供できるとし
て注目されている。

●巨人からスタートアップまで衛星
事業に参入
アマゾンのジェフ・ベゾス氏もかかわる「プロ
ジェクトカイパー」、イーロン・マスク氏のスペー
スXなどが衛星事業に参入。ソフトバンクグ
ループも出資するワンウェブは、2021年に商
用ネット接続サービスを提供する計画だ。

スカパー JSAT

10大キーワードで読む2020 年のインターネット I N TERNET  10 KEYWORD 2020

10大キーワードで読む2020年のインターネット 9
インターネット白書／©1996-2020 Impress R&D



D e e p f a k e s

偽造AIと検知AIの果てしなき戦い

ディープフェイク

フェイクニュースの氾濫を経て、世界はますます「ポスト真実」に侵されている。その中心

は、単なるデマ記事や偽画像からAIが巧妙に作り出す動画へと移っている。偽造を検出す

る側も技術を駆使して対抗するものの、イタチごっこの状態は続く。一方、米国でディープ

フェイクの規制法が施行されたり、フェイクニュースの作者だけでなく拡散者にも責任を問

うべきという議論が生じたり、社会的なルール整備も進んでいる。

●ディープフェイク検出技術コンテストを開催
フェイスブック、マイクロソフト、アマゾン、AI研究団体と大学
が協力して偽造検出技術コンテスト「Deepfake Detection 
Challenge」を開催。賞金1000万ドルを用意し、より高精度な
検知手法の発見をめざす。

●不十分なフェイクエンゲー
ジメントへの対応
フェイクニュース拡散の推進力となる
のがソーシャルメディアの「フェイクエン
ゲージメント」。NATOの研究機関によ
る調査では、闇市場で購入した不正な

「いいね」や「フォロワー」に対して主
要プラットフォームは適切に対応できて
いないという結果に。

How Social Media Companies are Failing to 
Combat Inauthentic Behaviour Online
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R e n e w a b l e  E n e r g y  1 0 0 %

脱炭素化への取り組みが重要な経営戦略に

RE100

SDGsを筆頭に環境問題への関心が世界的に高まるなか、特にエネルギーにフォーカスし

た取り組みが「RE100」だ。類似のものに電気自動車移行を目標にした「EV100」、エネ

ルギー効率倍増を目標にした「EP100」もある。情報通信事業にとって電力は酸素のよう

に不可欠なものであると同時に、その消費量も膨大だ。グーグルのような業界トップが率

先して取り組む姿勢は評価すべきであり、日本企業もこれに続くことを期待する。 

●事業に使う電力をすべて再エネで調達
「RE100」は、影響力のある企業が事業で使用する電力の再生可能エネルギー
100％化にコミットする協働イニシアチブ。この取り組みによって、政策立案者や投
資家の脱炭素社会に対する意識を高めてエネルギー移行を加速することをめざす。

●グーグルが牽引する再エネ電力調達
IT分野ではアップル、グーグル、アドビ、マイクロソフ
ト、フェイスブックなどが参加、日本企業では楽天、ソ
ニー、パナソニックらが名を連ねる。グーグルは2017
年から電力総消費量に対する再エネ比率100％をク
リアしている。

Google Environmental Report 2019
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